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令和 4年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
9. 教育費 4. 人権教育推進事業

5. 社会教育費

1. 社会教育総務費 社会教育課

（佐倉市）　　

第５章
市民とともに創る　多様性のある　持続可能なまち -

（市民参加・自治体運営） 令和 3年度 -

経常 単独 計画 0 0 210 基本施策４
人権・男女平等参画 令和 4年度 -

令和 5年度 -

施策１
人権を尊重する意識の醸成を行います 令和 6年度 -

令和 7年度 -

0

598 598

・人権教育講座を実施します。 人権教育を推進することを目的としています。 人権問題の解決を図るための学習活動を通して、人権尊

・地域交流施設の維持管理を図ります。 重の社会づくりの推進を図ることができます。

市民がお互いを尊重し合うため、基本的人権に対 ・予定する人権教育講座の内容に合わせて、託児 人権教育活動は、市民に基本的人権の理念の認識

する正しい知識を身につける必要があります。そこで、自らの問題とし をZOOMに代替することにより廃止し、事業費についても精査しました。 が浸透していくための重要な施策に位置付けされています。

て考える機会を円滑かつ継続的に提供していく必要があります。 ・水道料金の値上げに伴い上下水道料金が増になっています。 ・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、人権教育講演会にお

ける託児室開設を取りやめます。

08 26 26 0

10 431 422 9

11 35 35 0

18 106 106 0

差引一般財源 0 598 0 598


